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ASEANをめぐる動向

■インドネシア、タイの成長鈍化が影響
IMFによれば、2014年の�響
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また、日本との間では、2008年12月1日に発効した日
ASEAN包括的経済連携協定（AJCEP）では、関税削減
の進展に加え、2014年10月1日よりASEAN側の原産地
証明書の書式が変更され、原産地基準として付加価値基
準を採用する場合を除き、原産地証明書へのFOB価格記
載が不要となった。これまで、第三国を経由する仲介取
引等において、FOB価格の記載義務がFTA利用の阻害
要因になっていた面もあり、書式変更はユーザー企業の
高まるニーズに対応した措置といえる。


